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ESDを視点とする「自分と被服との関係」を探求する
衣生活学習の構想

― ESDを視点とした家庭科教育内容開発研究（Ⅱ） ―

佐藤　　園　・　脇坂　吏紗 *　・　石川　佳子 **

　本継続研究では，教科のねらい・原理から，家庭科におけるESDを検討した。その結果，
その基盤には「自己と環境との関係性において生活を営む上で生じた問題に対し，家政学の
研究分野で解明された法則・理論に基づき，より科学的な意思決定を行うこと」が存在して
いることが明らかになった。本研究では，この観点から最も問題があると考えられた平成
20・21年版学習指導要領に示された家庭科「衣生活学習」に焦点を当て，教師レベルでそ
の問題を解決することを目的として，中・高等学校衣生活学習のカリキュラムを開発した。
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Ⅰ．はじめに－問題の本質と研究の目的－
１．わが国における教育改革とESD
　平成18年に公刊された中央教育審議会答申１）で
は，世界やわが国が持続可能な発展を遂げるための
課題として「環境問題」を位置づけ，学校教育に社
会的使命として，未来の日本・生活を支える人材を
育成するためのESDの充実視点を求め，その解決
には「自己との対話を重ねつつ，他者，社会，自然・
環境との関わりの中で生きる自制を伴った『開かれ
た個』の育成」が必要であると説明した。その中で，
小・中・高等学校の「家庭」，「技術・家庭（家庭分
野）」（以下，「家庭科」と称する）には「資源や環
境に配慮したライフスタイルの確立」に関する改善・
充実を図ることが求められた。
　それを受けて改訂された平成20・21年版学習指
導要領に示された家庭科２）３）４）は，内容の体系化
を図り，表１に示すように，小・中学校では共通す
るA ～ Dの内容で構成し，ESDの視点から「D　
身近な消費生活と環境」の内容を新設し，A ～ C
の内容を学習する場合にはDとの関連を図るよう

に，内容と方法を改善した。高等学校では，共通教
科としての家庭科に「少子高齢化への対応や持続可
能な社会の構築，食育の推進，男女共同参画社会の
推進」を踏まえて，「家庭基礎」「家庭総合」「生活
技術」の３科目を設け，表１に示す「家庭基礎」で
は，「⑵生活の自立及び消費と環境」の中に「ライ
フスタイルと環境」を設定した。

２．家庭科におけるESD
　それでは，家庭科において「持続可能な社会の構
築」の視点から，資源や環境に配慮した「ライフス
タイルの確立」を子どもに学ばせるためには，具体
的には何を子どもに獲得させることが必要なのか。
この問題を，日本ユネスコ国内委員会で設定してい
るESDの目標から考えると，家庭科の学習で，従
来は「現在の私たちがより良い生活を営むための意
思決定」を考えてきたが，それを「世界や未来の人々
のことも考えた上でのより良い生活を営むための意
思決定」に転換していくことが，持続可能な将来を
可能にする価値観と行動の変革に繋がっていくこと
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表４　わが国の小・中・高等学校家庭科の被服制作に関する内容

表１　わが国の小・中・高等学校家庭科の教科内容編成
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になる。

３ ．家庭科における「持続可能な将来の構築を意識
した意思決定」
　家庭科における「持続可能な将来の構築を意識し
た意思決定」について，教科としての家庭科のねら
い・原理から考えてみたい。
　「教科」の独自性は，科学・学問を基盤とする法則・
理論の系統的学習を原理とし，科学的認識の育成を
ねらいとすることにある５）。これから考えるならば，
家庭科は，家政学を基盤とする法則・理論の系統的
な内容を編成し，その学習により家庭生活の科学的
認識の育成を子どもに保障できる授業を実践する，
という重要な役割を持って学校教育に位置づけられ
ていると言える。
　図１に示すように，家庭科固有の学問領域である
家政学では，その研究対象となる「（家庭）生活」を，
「生活の主体者である人間と生活するために必要な
環境（人・狭義の環境・物）との相互作用により営
まれる」と定義し６），そこに家政学の本質的特徴を
表現する「構文的構造７）」が存在する。人間が生活
するために必要な環境の三側面である「人」「狭義
の環境」「物」の構成要素としては，それぞれ「家族，
子ども（乳幼児）」「資源（時間・金銭等），住居」「被
服，食物」が必要であり，人間と各構成要素の関係
性を解明するため，各研究分野「家族関係学，児童
学」「家庭経営学，住居学」「被服学，食物学」が存
在している８）。
　以上から家庭科では，生活の主体者である学習者
自身が，「なぜ，自分は，人・講義の環境・物と関わっ
て生活を営む必要があるのか」を，領域として組織
された家政学の各研究分野で解明された法則・理論

の系統的な学習を通して探求していくことが，「（家
庭）生活を科学的に認識すること」であると言える。
これは，家庭科では，「生活を営む」ということを，
常に自己と環境との関わりで学習者に捉えさせるこ
とに教科としての独自性があること，さらに，「持
続可能な将来の構築」のために必要とされた「開か
れた個」の育成を，従来から行ってきたことを意味
している。
　したがって，家庭科の学習において，「持続可能
な将来の構築を意識した意思決定」を学習者に考え
させていくということは，自己と環境との関係性に
おいて，生活を営む上で生じた問題に対して，世界
や未来の人々のことも考えた上で，家政学の各研究
分野で解明された法則・理論に基づき，より科学的
な意思決定を行い，解決を考えていくことが基盤に
なると捉えることができる。

４．本報の目的と方法
　前述した家庭科における独自性と学校教育での役
割，「持続可能な将来の構築を意識した意思決定」
から考えるならば，平成20・21年版学習指導要領
に示された家庭科には，根本的な問題がある。第一
は，家政学の本質的特徴を表現する「構文的構造」
に基づいて家庭科全体の内容項目が設定されていな
いため，家政学の各研究分野で解明された法則・理
論の系統的な内容編成ができないという問題であ
る。さらに，「持続可能な将来の構築を意識した意
思決定」は，全ての領域の生活の営みの中で考えら
れていく必要がある。しかし，小・中・高等学校の
家庭科では，「持続可能な社会の構築に対応した項
目」を設定し，それと関連を図りながら家庭科の他
の学習を進めるに留めていることが第二の問題とな

図１　家政学における「（家庭）生活の営み」の定義と家庭科の教科内容編成
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る。これらの問題は，表１に示すように，平成29・
30年版学習指導要領に示された家庭科でも改善さ
れてはいない。
　本継続研究では，この問題を教師レベルで解決す
ることを目的として，家庭科におけるESDを視点
とした教育内容開発研究を行ってきた９）。本報では，
平成20・21年版学習指導要領に示された家庭科の
内容の中で最も問題があると考えられた「衣生活学
習」を取り上げ，教科教育学研究の「規範的・原理
的研究」および「開発的・実践的研究」方法論に基
づき，以下の文献を主資料として分析し，衣生活学
習のあり方と学習指導要領に示された衣生活学習の
問題点を明らかにすることで開発した，ESDを視
点とする中・高等学校の衣生活学習のカリキュラム
について報告する。
・平成20・21年版家庭科学習指導要領・教科書
・米国中等学校家庭科教科書“Teen Guide”（1990）
・櫛田真澄『男女共学の中学校家庭科』（1984）

Ⅱ．学習指導要領に示された衣生活学習の問題点
１．家庭科における衣生活学習の意義・必要性
　前述した家庭科の独自性と「（家庭）生活の営み」
の定義から考えるならば，「衣生活学習」は，学習
者が環境の一側面をなす「物」の重要な構成要素で
ある「被服」と関わることにより，現在および将来
「衣生活を営む力」を育成し，それを通して「学習
者の人間形成」を図るために，家庭科の内容として
必要不可欠なものとなる。その目的を達成するため
に，衣生活学習では，被服学を基盤とする法則・理
論の系統的学習を通して，衣生活の科学的認識の育
成を子どもに保障できる授業を実践していかなけれ
ばならない。

２．家庭科における衣生活学習の位置づけと問題点
　表１に示すように，わが国の家庭科において，衣
生活学習は，常に内容として編成されてきた。
　昭和22年度の家庭科における衣生活学習は，経
験学習を理論としたため，自分を中心として家族と
かかわり，衣食住生活を営むための内容として位置
づけられていたが，系統学習を理論とする昭和31
年～平元年の家庭科では，他の学習と同様に，衣生
活学習は単独で内容が編成されていた。
　しかし，平成10年以降，衣生活学習は単独の内
容としては編成されなくなり，衣生活学習と食生活
学習，住生活学習，家庭経営学習を合わせた内容編
成となっている。特に，家庭科が学習対象とする環
境の３側面のうち，「狭義の環境」との関わりを学
ぶ住生活学習や家庭経営学習との統合は，「物」と

の関わりを学ぶ衣生活学習の固有の目的達成ができ
ない内容編成となっていると考えることができる。
　この問題を，前述した衣生活学習のねらい・原理
で編成された米国中等学校家庭科教科書（“Teen 
Guide”）に示された衣生活学習を分析し，平成20・
21年版学習指導要領に示された中・高等学校の家
庭科衣生活学習と比較・考察することで検討したい。

３ ．米国中等学校家庭科教科書“Teen Guide”に
みられる衣生活学習の目的・構造
　“Teen Guide”（以下，T.G.と記す）は，米国の
家庭科教育学者V.M.Chamberlainが中心となって
作成した第７～９学年の家庭科教科書10）である。
⑴T.G.全体の内容編成と衣生活学習の位置づけ
　図１に示すように，T.G.は「教科の原理」に基づ
く８つの単元で編成されている。その中で衣生活学
習は，単元７「被服と織物」として位置づけられ，
表２に示す17の小単元と45の学習項目で編成され
ていた11）。

表２　T.G.単元７「被服と織物」の内容編成

⑵単元７「被服と織物」の構造と中心的考え
　梅木は，その記述内容を，池野範男氏の「教科書
の教授学的分析」方法に基づいて分析し，図２に示
す構造と，その内容から獲得される「中心的考え」
を抽出している12）。
　図２に示すように，「被服と織物」は，「自分と被
服との関わりを考えさせていくための教育内容」と
「自分の将来の可能性を考えさせる教育内容」を系
統的に組織し，中心的考え「被服と自分とのかかわ
りを学ぶことは，自己表現をしたり，人に印象を与
えたりすることによって自己概念を発達させ，人間
関係をうまく保ち，現在及び将来にわたって自分の
衣生活を営んでいくために必要である」を獲得させ
る構造となっていた。
⑶ 「被服と織物」にみられる衣生活学習のねらい・
原理
　この「被服と織物」は，学習者が，衣生活学習の
目的となる「自分と被服との関係」，すなわち「人
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はなぜ被服を着るのか？」という問いを，被服学を
基盤とする法則・理論の系統的学習を通して探求し，
衣生活学習でしかできない人間形成である「自己表
現をしたり，人に印象を与えることで自己概念」を
発達させると共に，「人間関係をうまく保ち，現在
及び将来にわたる自分の衣生活を営む」ために必要
な科学的認識を獲得させるものとなっており，前述
した家庭科における衣生活学習のねらい・原理を具
現化した衣生活学習のカリキュラムとして捉えるこ
とができると考えられた。
　また，ESDの視点からみると，T.G.では，図１
のT.G.全体の内容編成の基礎にある「スコープと
シークエンス」の一覧表13）が示されている。スコー
プは，16の基本的概念で構成されている。これら
の概念は，家政学の各主題領域から抽出され，各小
単元で習得すべき概念や主要概念を一般化すること
により得られたものである。そのため，この16の
基本的概念は，各主題領域の知識の統合を可能にし，
家政学の一般原理・法則を示唆するより抽象度の高
い基本的概念である。T.G.では，これら16の基本
概念が単元１から単元８の学習全体を通して漸進的
に発展していくように構成されており，それがシー
クエンスとなっている。
　この16の概念の中にESDの視点となる「資源の
管理（Managing Resources）」が位置づけられてお
り，単元１の小単元５・８→単元２の小単元13→
単元３の小単元17→単元４の小単元19・20・21・
22→単元５の小単元24・25→単元６の小単元29・
31→単元７の小単元37・40・44・46→単元８の小

単元54・55のそれぞれのテーマで取り上げられ，
何度も繰り返して展開されるように内容が組織され
ている。この全単元にわたる学習により，基本的概
念「資源の管理」は，普遍性，複雑性，抽象性を高
めていくようにT.G.全体の内容が編成されている。
　単元７「被服と織物」では，小単元37の「被服
に関する意思決定」，小単元40の「プロジェクトの
選択」，小単元44の「被服の手入れにおけるエネル
ギーの節約」，小単元46の「リサイクル」をテーマ
とする学習の中で「資源の管理」が繰り返し取り上
げられる。
⑷家庭科衣生活学習としての評価
　図２の単元７の構造から考えるならば，小単元
35で衣生活学習の目的となる「人はなぜ被服を着
るのか」を明らかにし，その目的を達成し，自分に
必要な被服を決定するための原理（小単元36・39）
を考え，自分の衣生活を計画していく小単元37の
内容に，ESDの視点となる「資源の管理」を踏ま
えた自らの「被服に関する意思決定」を考える学習
が組み込まれているため，衣生活を営む上で生じた
問題に対して，世界や未来の人々のことも考えた上
で，被服学で解明された法則・理論に基づき，より
科学的な意思決定を行い，解決を考えることができ
る，換言すれば「持続可能な将来の構築を意識した
意思決定」が可能な衣生活学習となっている。
　以上から，本研究では，「被服と織物」に示され
た衣生活学習の中心的考えと構造を枠組みとして，
平成20・21年版学習指導要領に示された中学校お
よび高等学校「家庭基礎」の家庭科衣生活学習を分

図２　T.G. ７の全体構造
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ある「被服」と関わることにより，現在および将来
「衣生活を営む力」を育成し，それを通して「学習
者の人間形成」を図るために，家庭科の内容として
必要不可欠なものとなる。その目的を達成するため
に，衣生活学習では，被服学を基盤とする法則・理
論の系統的学習を通して，衣生活の科学的認識の育
成を子どもに保障できる授業を実践していかなけれ
ばならない。

２．家庭科における衣生活学習の位置づけと問題点
　表１に示すように，わが国の家庭科において，衣
生活学習は，常に内容として編成されてきた。
　昭和22年度の家庭科における衣生活学習は，経
験学習を理論としたため，自分を中心として家族と
かかわり，衣食住生活を営むための内容として位置
づけられていたが，系統学習を理論とする昭和31
年～平元年の家庭科では，他の学習と同様に，衣生
活学習は単独で内容が編成されていた。
　しかし，平成10年以降，衣生活学習は単独の内
容としては編成されなくなり，衣生活学習と食生活
学習，住生活学習，家庭経営学習を合わせた内容編
成となっている。特に，家庭科が学習対象とする環
境の３側面のうち，「狭義の環境」との関わりを学
ぶ住生活学習や家庭経営学習との統合は，「物」と

の関わりを学ぶ衣生活学習の固有の目的達成ができ
ない内容編成となっていると考えることができる。
　この問題を，前述した衣生活学習のねらい・原理
で編成された米国中等学校家庭科教科書（“Teen 
Guide”）に示された衣生活学習を分析し，平成20・
21年版学習指導要領に示された中・高等学校の家
庭科衣生活学習と比較・考察することで検討したい。

３ ．米国中等学校家庭科教科書“Teen Guide”に
みられる衣生活学習の目的・構造
　“Teen Guide”（以下，T.G.と記す）は，米国の
家庭科教育学者V.M.Chamberlainが中心となって
作成した第７～９学年の家庭科教科書10）である。
⑴T.G.全体の内容編成と衣生活学習の位置づけ
　図１に示すように，T.G.は「教科の原理」に基づ
く８つの単元で編成されている。その中で衣生活学
習は，単元７「被服と織物」として位置づけられ，
表２に示す17の小単元と45の学習項目で編成され
ていた11）。

表２　T.G.単元７「被服と織物」の内容編成

⑵単元７「被服と織物」の構造と中心的考え
　梅木は，その記述内容を，池野範男氏の「教科書
の教授学的分析」方法に基づいて分析し，図２に示
す構造と，その内容から獲得される「中心的考え」
を抽出している12）。
　図２に示すように，「被服と織物」は，「自分と被
服との関わりを考えさせていくための教育内容」と
「自分の将来の可能性を考えさせる教育内容」を系
統的に組織し，中心的考え「被服と自分とのかかわ
りを学ぶことは，自己表現をしたり，人に印象を与
えたりすることによって自己概念を発達させ，人間
関係をうまく保ち，現在及び将来にわたって自分の
衣生活を営んでいくために必要である」を獲得させ
る構造となっていた。
⑶ 「被服と織物」にみられる衣生活学習のねらい・
原理
　この「被服と織物」は，学習者が，衣生活学習の
目的となる「自分と被服との関係」，すなわち「人
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析し，その問題点を把握した（以下，高等学校「家
庭基礎」を「高等学校家庭科」と称す）。

４ ．平成20・21年版学習指導要領に示された中・
高等学校の家庭科衣生活学習の問題点
⑴衣生活学習の位置づけ
　表１に示すように，中学校家庭科の衣生活学習は，
住生活の内容と統合した内容が編成され，「C衣生
活・住生活と自立」として位置づけられている。高
等学校家庭科の衣生活学習は，家庭経営，住居，食
物の内容と統合した内容が編成され，「⑵生活の自
立及び消費と環境」として位置づけられている。
⑵衣生活学習のねらいと問題点
　そのため，中・高等学校の衣生活学習では，単独
の目標は設定されておらず，中学校では「衣生活・
住生活学習のねらい14）」，高等学校では「生活の自
立及び消費と環境」の目標の下に「イ　被服管理と
着装」の内容が設定され，そのねらい15）が記述さ
れていた。それを構造化したものが図３である。

図３�　平成20・21年版学習指導要領に示された
　　中・高等学校の家庭科衣生活学習のねらい

　図３のねらいと図２の中心的考えを比較すると，
図３のねらいには，「学習者と被服との関係」とそ
れを通しての衣生活学習でしか目指すことのできな
い「学習者の人間形成」に関する目標が設定されて
いないことがわかる。図３の中学校のねらいには，
人間形成を意味する「態度を育てる」という記述は
みられるが，それは衣生活学習でしか目指せない人
間形成としては設定されてはいない。図３のねらい
をみる限り，平成20・21年版学習指導要領に示さ
れた中・高等学校の家庭科衣生活学習では，「衣生
活をよりよくしたり，営むことができる能力」の育
成を目指していると言える。
⑶衣生活学習の内容と問題点
　それを達成するための衣生活学習の内容は，表３
に示す通りである16）。
　表２・図１のT.G.の内容を枠組みとして表３の
内容を分析してみると，以下の問題が把握できた。
　第一は，内容の欠落である。表３の中・高等学校
では「37被服計画」「39繊維と布」「47被服と織物
に関する職業」に関する内容，中学校では「41布・

付属品の選び方」「43被服製作の準備」，高等学校
では「40裁縫を考える」～「44被服構成」の被服
製作に関する内容が欠落している。表３の高等学校
の内容には「被服計画」が含まれているが，被服の
購入を目的とする被服計画として位置づけられてい
るため，T.G.の「37被服計画」とは意味が異なっ
ている。また，わが国の中・高等学校教育の目標に
は，「職業教育」に関する目標も設定されているが，
家庭科ではそれに該当する内容はみられない。
　第二は，内容の質的・量的問題である。第一の問
題で指摘した欠落している小単元以外の内容は，表
３でも設定されているが，その内容の質と量には違
いがみられる。例えば，中・高等学校共に「35　被
服とファッションとあなた」に該当する内容はみら
れるが，それは「被服とあなた（学習者自身）との
関係」ではなく，「被服の機能」として保護・装飾・
節度・ステイタス・同一化に関する内容が記述され
ているだけであり，学習項目「⑵ファッションと被
服」に関する内容は欠落している。また，中学校で
は被服製作に関する「40裁縫を考える」「42ミシン
と裁縫用具」の内容はみられるが，それは，衣服を
製作するための内容ではなく，生活を豊かにするた
めの「布を用いた物」の製作に関する内容となって
おり，小単元40の学習項目⑴，小単元42の学習項
目⑴−1）および小単元44の学習項目⑴に該当する
内容が示されているだけである。
　第三は，「被服製作」の内容が中・高等学校の衣
生活学習から消失してしまっていることである。表
４に示すように，これまでのわが国の家庭科では，
「衣服を製作する」学習が常に位置づけられ，衣生
活学習の中の多くの時間が費やされてきた。しかし，
高等学校では平成11年以降，中学校では平成20年
以降，衣服を製作する学習は設定されていない。中
学校では，「ミシン・裁縫用具を用いて布を縫う」
学習は，平成20・29年版学習指導要領に示された
家庭科で存在している。しかし，それは，「自分と
被服の関わり」を考えるための「衣服」製作を目的
とするものではなく，生活を豊かにするための布を
用いた物の製作を通して，「ミシン・裁縫用具を用

表３�　平成20・21年版学習指導要領家庭科で
示された衣生活学習の内容
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いて布を縫う」ための知識・技術を習得する学習と
して位置づけられている。
　わが国の家庭科において，「衣服を製作する学習」
が取り上げられなくなった理由として，衣生活の変
化が考えられる。生活するための物資自体が不足し
ていた昭和20年代においては，中学校では「自分
が着用する被服」，高等学校では，寝具や座布団等
の衣類と「家族が着用する被服」，昭和30・40年代
には，製作物の数は減っているものの昭和20年代
と同じ考え方で被服製作学習が行われていた。昭和
50年代に入ると，中・高等学校共に，各学年で自
分が着用する被服製作が内容となり，平成元年には，
中学校では，簡単な衣服を選択して製作する学習と
なっている。この学習の変化は，生徒が「実際の衣
生活を営むための衣服の製作の必要性」に呼応して
いると言える。事実，平成23年の総務省による社
会生活基本調査17）によると，家事の中で「衣類等
の作製」にかけられている時間は，１日平均約１分
であり，衣服を製作しなければ衣生活を営めない状
況にはない。
　そうであるならば，中・高等学校の衣生活学習の
ように，現実の生徒の衣生活で必要な衣服を購入す
る学習に焦点を当て，衣服を製作する学習は取り上
げなくても良いのか。
　しかし，表２をみると，T.G.の衣生活学習では，
小単元40 ～ 44に被服製作に関する内容が設定され
ている。図３の構造からみると，被服製作に関する
一連の内容は，生徒が自分に必要な「被服を手に入
れる方法原理」の一つとして位置づけられていると
共に，小単元47「被服と織物に関する職業」の⑴
「ファッションデザインと被服製造の仕事」に結び
つく内容となっている。さらに，小単元40 ～ 44は，
前述した16の基本的概念の中の「アパレルの概念」
「消費者の情報」「健康と安全」「研究室と家庭のス
キル」「資源の管理」「テクノロジー」について学ぶ
学習としても家庭科全体の中に位置づけられてい
る。
　また，ESDの視点からみると，中学校では，衣
服の入手と関連して「購入するだけでなく，環境に
配慮する視点から，他の人から譲り受けたり，リ
フォームしたりする方法があることにも触れるよう
にする18）」，高等学校では「資源の有効利用の観点か
ら購入，活用，手入れ，保管，再利用，廃棄までを
考えた被服計画の必要性についても理解させる19）」，
という記述がみられるだけである。
⑷家庭科衣生活学習としての評価
　以上から，平成20・21年版学習指導要領に示さ
れた中・高等学校の家庭科衣生活学習の目標・内容

では，「持続可能な将来の構築を意識した意思決定」
はもとより，家庭科における衣生活学習のねらい・
原理の達成は難しく，衣生活学習における「衣服の
製作」についても問い直していかなければならない
ことが，問題として把握された。

Ⅲ ．櫛田氏の自主編成による男女共学中学校家庭科
カリキュラムにみられる被服カリキュラム
　平成20・21年版学習指導要領に示された中・高
等学校の家庭科衣生活学習の問題を，教師レベルで
解決するために着目したのが，櫛田真澄氏が東京都
武蔵野市立第四中学校で昭和54年度に実践された
自主編成の被服カリキュラムである。
⑴ わが国の中学校家庭科における男女共学家庭科実
践の位置づけ
　周知のように，わが国の中学校で家庭科が制度的
に男女共に学ばれるようになったのは，平成元年版
学習指導要領に示された家庭科からである。表１に
示すように，中学校において，家庭科が単独の教科
として位置づけられていたのは昭和22年のみであ
り，昭和33年から現在に至るまで教科「技術・家庭」
として内容が編成され，昭和33年から平成元年ま
では，男子は「技術」の内容，女子が「家庭」の内
容を学んでいた。
　しかし，中学校の家庭科教師であった櫛田氏は，
男女に差がある教育に疑問を抱き，「義務教育の中
で男女差をつける教育は，できるだけ避けるべきで
ある」，「男女同質の教育」をという理念の下に，技
術担当教師の協力を得て，昭和54年度から，表５
に示す家庭科カリキュラム20）を自主編成し，男女
共学の家庭科学習を実践した21）。

表５　家庭科カリキュラム 表６　被服カリキュラム

⑵男女共学被服カリキュラムの理論と内容
　その中で，衣生活学習は，第１学年の学習として
位置づけられていた。
　櫛田氏は，衣生活の現状について分析し，わが国
における昭和30年以降の核家族化の進展と住居の
広さの制限から，「家庭内で裁縫技術を伝える者が
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析し，その問題点を把握した（以下，高等学校「家
庭基礎」を「高等学校家庭科」と称す）。

４ ．平成20・21年版学習指導要領に示された中・
高等学校の家庭科衣生活学習の問題点
⑴衣生活学習の位置づけ
　表１に示すように，中学校家庭科の衣生活学習は，
住生活の内容と統合した内容が編成され，「C衣生
活・住生活と自立」として位置づけられている。高
等学校家庭科の衣生活学習は，家庭経営，住居，食
物の内容と統合した内容が編成され，「⑵生活の自
立及び消費と環境」として位置づけられている。
⑵衣生活学習のねらいと問題点
　そのため，中・高等学校の衣生活学習では，単独
の目標は設定されておらず，中学校では「衣生活・
住生活学習のねらい14）」，高等学校では「生活の自
立及び消費と環境」の目標の下に「イ　被服管理と
着装」の内容が設定され，そのねらい15）が記述さ
れていた。それを構造化したものが図３である。

図３�　平成20・21年版学習指導要領に示された
　　中・高等学校の家庭科衣生活学習のねらい

　図３のねらいと図２の中心的考えを比較すると，
図３のねらいには，「学習者と被服との関係」とそ
れを通しての衣生活学習でしか目指すことのできな
い「学習者の人間形成」に関する目標が設定されて
いないことがわかる。図３の中学校のねらいには，
人間形成を意味する「態度を育てる」という記述は
みられるが，それは衣生活学習でしか目指せない人
間形成としては設定されてはいない。図３のねらい
をみる限り，平成20・21年版学習指導要領に示さ
れた中・高等学校の家庭科衣生活学習では，「衣生
活をよりよくしたり，営むことができる能力」の育
成を目指していると言える。
⑶衣生活学習の内容と問題点
　それを達成するための衣生活学習の内容は，表３
に示す通りである16）。
　表２・図１のT.G.の内容を枠組みとして表３の
内容を分析してみると，以下の問題が把握できた。
　第一は，内容の欠落である。表３の中・高等学校
では「37被服計画」「39繊維と布」「47被服と織物
に関する職業」に関する内容，中学校では「41布・

付属品の選び方」「43被服製作の準備」，高等学校
では「40裁縫を考える」～「44被服構成」の被服
製作に関する内容が欠落している。表３の高等学校
の内容には「被服計画」が含まれているが，被服の
購入を目的とする被服計画として位置づけられてい
るため，T.G.の「37被服計画」とは意味が異なっ
ている。また，わが国の中・高等学校教育の目標に
は，「職業教育」に関する目標も設定されているが，
家庭科ではそれに該当する内容はみられない。
　第二は，内容の質的・量的問題である。第一の問
題で指摘した欠落している小単元以外の内容は，表
３でも設定されているが，その内容の質と量には違
いがみられる。例えば，中・高等学校共に「35　被
服とファッションとあなた」に該当する内容はみら
れるが，それは「被服とあなた（学習者自身）との
関係」ではなく，「被服の機能」として保護・装飾・
節度・ステイタス・同一化に関する内容が記述され
ているだけであり，学習項目「⑵ファッションと被
服」に関する内容は欠落している。また，中学校で
は被服製作に関する「40裁縫を考える」「42ミシン
と裁縫用具」の内容はみられるが，それは，衣服を
製作するための内容ではなく，生活を豊かにするた
めの「布を用いた物」の製作に関する内容となって
おり，小単元40の学習項目⑴，小単元42の学習項
目⑴−1）および小単元44の学習項目⑴に該当する
内容が示されているだけである。
　第三は，「被服製作」の内容が中・高等学校の衣
生活学習から消失してしまっていることである。表
４に示すように，これまでのわが国の家庭科では，
「衣服を製作する」学習が常に位置づけられ，衣生
活学習の中の多くの時間が費やされてきた。しかし，
高等学校では平成11年以降，中学校では平成20年
以降，衣服を製作する学習は設定されていない。中
学校では，「ミシン・裁縫用具を用いて布を縫う」
学習は，平成20・29年版学習指導要領に示された
家庭科で存在している。しかし，それは，「自分と
被服の関わり」を考えるための「衣服」製作を目的
とするものではなく，生活を豊かにするための布を
用いた物の製作を通して，「ミシン・裁縫用具を用

表３�　平成20・21年版学習指導要領家庭科で
示された衣生活学習の内容
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少なくなること」「スペースと時間が要求される家
庭内裁縫が敬遠される」と共に，「既製衣料の利用」
と「家庭に裁縫用のミシンがない者」が増加したこ
とから，「裁縫の技術がなくても衣生活が可能となっ
た」と結論づけている。そのため，中学校家庭科では，
多様化した衣服の種類と着用目的との関連におい
て，既製服を「いかに選んで着るか」を考えさせる
学習が今日的な被服学習であり，「既製品に関する学
習を中心に考えながら，科学的合理的に衣生活がで
きるように，基礎的な知識と簡単な技術を確実に身
につけさせる」ことを考えたい，と述べている22）。
　次に，1951年に小・中・高等学校の男女405名の
児童・生徒を対象に自らが行った「家庭内の仕事が
どのように分担されているかを知るための役割関係
調査」の結果から，中学校の被服学習では，「既製
品の購入，着用，管理に関する学習を第一と考え，
製作学習はそれらを補うための学習として」，「古ワ
イシャツの研究」をテーマとして，「衣服の素材，
取り扱い方，構成，縫製，きごこち，デザイン，価格，
流通と消費などを学習するように題材を設定」23）し，
被服カリキュラム（表６）の内容を編成24）している。
⑶ 家庭科衣生活学習としての被服カリキュラムの評
価
　表６の内容を分析すると，当時（昭和52年版）
の学習指導要領に示された被服学習の内容と，
T.G.の衣生活学習の「職業」以外の内容を網羅して
いた。
　櫛田氏は，表６の内容を展開した実践記録につい
ても報告しているが，そのカリキュラムの内容と実
践からは，生徒が「自分と被服との関わり」を考え
るという視点を読み取ることはできない。しかし，
衣服製作に学習の大半を費やしていた従来の女子の
みが学んでいた衣生活学習から転換を図り，生徒が
「既製品を購入，着用，管理」することで営む衣生
活の現状とその問題に着目し，着用しなくなり廃棄
する「古ワイシャツの研究」をテーマとして，表６
の第２次の１～ 12の内容を展開し，第３次の「ワ
イシャツのリフォーム」による被服製作に繋げてい
く一連の被服学習は，ESDを視点とした衣生活学
習のカリキュラムとして評価することができる。

Ⅳ ．ESDを視点とした衣生活学習カリキュラムの
開発
　以上の分析結果から，本研究では，平成20・21
年版学習指導要領に示された中・高等学校の家庭科
衣生活学習を前提として，その問題を教師レベルで
解決するための衣生活学習のカリキュラムと授業計
画案を，櫛田氏の被服カリキュラム「古ワイシャツ

の研究」とその実践に基づき，開発することとした。

１．カリキュラム開発のための視点・条件の検討
　カリキュラム開発にあたり，Ⅰで述べた「わが国
における教育改革とESD」「家庭科におけるESD」
「家庭科における持続可能な将来の構築を意識した
意思決定」に加えて，以下の二点を検討した。
⑴わが国の衣生活の現状
　わが国の衣生活に関しては，表７25）・図４26）から，
私たちが衣生活を営むということは，環境に負荷を
かけて生活を営むということを意味している。それ
に加えて，私たちが消費している衣服の廃棄と再生
状況から，「着用しなくなった衣服をどうするのか」
に関して，「持続可能な将来の構築を意識した意思
決定」を行い，生活を営んでいく必要がある，とい
うことが把握できた。

表７　衣生活に関わる環境負荷

図４　繊維製品のライフサイクル

　また，衣生活における「衣服製作」に関しては，
櫛田氏が「古ワイシャツの研究」を実践していた昭
和50年代では，昭和50年のNHK国民生活調査27）

によると，家事の中で縫い物・編み物にあてられた
時間は，平日で平均2.06分，土曜で平均2.22分，日
曜で平均1.56分であった。それに対して，平成23
年の総務省による社会生活基本調査28）によると，
家事の中で衣類などの製作にあてられた時間は，総
平均時間が1分となっていた。
　以上から，櫛田氏が「古ワイシャツの研究」を実
践した昭和50年代と現代の衣生活を比較すると，
現在の家庭生活では，より衣類等の製作にかける時
間は減少しているが，ESDの視点から，現代では
廃棄する衣服を新たな衣服に作り替えるための知識
と技術の必要性が捉えられた。
⑵ 平成20・21年版学習指導要領に示された中・高
等学校の家庭科における衣生活学習の学習時間
　中・高等学校家庭科において，被服学習に配当さ
れている授業時間を，出版されている教科書と出版
社が提示している年間指導計画から算出した。
　中学校では3種類，高等学校では４種類の教科書
が出版されているが，その中で，中・高等学校の被
服学習で，唯一，被服製作実習を内容として含んで
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いた東京書籍の教科書の年間指導計画をみると，中
学校では全87.5単位時間のうち17時間，高等学校
では全70単位時間のうち9時間，が衣生活学習に配
当されていた29）。

２．カリキュラム開発のための視点と条件
　以上から，以下の点が衣生活カリキュラムの開発
の視点として見いだせた。
① 衣生活は，「生活の主体者としての自分と被服・
衣服との関わり」によって営まれる
　・ 物「被服・衣服」の学習から「自分と被服・衣
服」の関係を探求する学習

② 「持続可能な発展」という衣生活の課題の認識
　・ 私たちは環境に負荷をかけて衣生活を営んでい
る

　・ 現在の私たちの衣生活が将来に影響を与える
③ 現在の衣生活を営むために必要な衣服製作に関す
る知識・技術
　・ 「自分が着用するための衣服製作」から「着用
しなくなった衣服を新たな衣服にリメイク」す
るための知識・技術

④ 中・高等学校で必要な職業教育に関する内容
　さらに，中・高等学校家庭科において衣生活学習
に配当された時間の中で，学習指導要領に示された
衣生活学習の内容を網羅したカリキュラムを開発す
る，という２つの条件を満たす必要がある。

３ ．ESDを視点とする「自分と被服との関係」を
探求する衣生活学習カリキュラムの構想
　以上を視点・条件として，櫛田氏の「古ワイシャ
ツの研究」を基盤として編成した衣生活学習のカリ
キュラムは，表８に示す通りである。
⑴カリキュラムの全体構成
　学習指導要領に示された衣生活学習では，中学校
では「衣服」，高等学校では「被服」が対象となっ
ていたことから，第１次では，衣生活学習の目的と
なる「自分と衣服・被服との関係」を，中学校では
「なぜ衣服を着るのか？」，高等学校では「なぜ被服
を着るのか？」をテーマとして，直観的に学ぶ。
　第２次では，その目的を達成するための方法原理
を分析的に学ぶ。第１時⑴では，「持続可能な発展」
を目的とした衣服・被服計画について考え，第２時
⑵では，それを達成していくための方法原理を，古
ワイシャツを事例とした衣服の研究で探求し，衣服
の構成を明らかにするために古ワイシャツを分解す
る。第３時⑶では，それを幼児のスモックとしてリ
メイクすることで被服構成を学び，第４時⑷で手入
れについて考えた後に，全ての学習を総合するため

に，第５時⑸で自分の衣生活を営むために不足して
いる衣服の選択・購入について学ぶ。
　さらに発展学習として，第３次では「衣服・被服
と関連する職業」について調査する，全17時間＋
αの構成となっている。
⑵家庭科衣生活学習としての評価
　表８の内容を分析し，平成21・22年度版学習指
導要領に示された中学校家庭科と高等学校家庭科衣
生活学習の内容と，T.G.の単元７「被服と織物」に
示された衣生活学習の内容を網羅できることを確認
した。

Ⅴ．おわりに
　開発した衣生活学習のカリキュラムは，高等学校
の衣生活に配当されている9時間を越えた17時間と
なっている。
　これは，「古ワイシャツを新たな衣服にリメイク
する」という衣服製作の内容を考えた時に，古ワイ
シャツの大きさから，中学校家庭科における保育学
習に着目したためである。平成20年版学習指導要
領解説では，幼児の生活について指導する事項「幼
児の生活に関心をもち，課題をもって幼児の生活に
ついて工夫し，計画を立てて実践できること」に関
して，「幼児の簡単な衣服の製作など，幼児の生活
に役立つものを計画を立てて作ったり，作ったもの
を用いて幼児との触れ合いや関わり方を工夫したり
することなども考えられる」と記述されていた30）。
高等学校家庭科においても，「幼稚園や保育所等を
訪問して実際に乳幼児との触れ合いや交流をする
31）」という内容が含まれていたことから，保育の学
習時間を活用して，乳幼児との触れ合いや交流を持
つという学習の前に「乳幼児に適切な衣服の製作」
の内容を組み込み，製作した衣服を持って幼稚園や
保育園を訪問するという，保育学習と関連を図った
授業の可能性が見い出せたためである。

表８�　ESDを視点として「自分と被服との関係」
を探求する学習
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少なくなること」「スペースと時間が要求される家
庭内裁縫が敬遠される」と共に，「既製衣料の利用」
と「家庭に裁縫用のミシンがない者」が増加したこ
とから，「裁縫の技術がなくても衣生活が可能となっ
た」と結論づけている。そのため，中学校家庭科では，
多様化した衣服の種類と着用目的との関連におい
て，既製服を「いかに選んで着るか」を考えさせる
学習が今日的な被服学習であり，「既製品に関する学
習を中心に考えながら，科学的合理的に衣生活がで
きるように，基礎的な知識と簡単な技術を確実に身
につけさせる」ことを考えたい，と述べている22）。
　次に，1951年に小・中・高等学校の男女405名の
児童・生徒を対象に自らが行った「家庭内の仕事が
どのように分担されているかを知るための役割関係
調査」の結果から，中学校の被服学習では，「既製
品の購入，着用，管理に関する学習を第一と考え，
製作学習はそれらを補うための学習として」，「古ワ
イシャツの研究」をテーマとして，「衣服の素材，
取り扱い方，構成，縫製，きごこち，デザイン，価格，
流通と消費などを学習するように題材を設定」23）し，
被服カリキュラム（表６）の内容を編成24）している。
⑶ 家庭科衣生活学習としての被服カリキュラムの評
価
　表６の内容を分析すると，当時（昭和52年版）
の学習指導要領に示された被服学習の内容と，
T.G.の衣生活学習の「職業」以外の内容を網羅して
いた。
　櫛田氏は，表６の内容を展開した実践記録につい
ても報告しているが，そのカリキュラムの内容と実
践からは，生徒が「自分と被服との関わり」を考え
るという視点を読み取ることはできない。しかし，
衣服製作に学習の大半を費やしていた従来の女子の
みが学んでいた衣生活学習から転換を図り，生徒が
「既製品を購入，着用，管理」することで営む衣生
活の現状とその問題に着目し，着用しなくなり廃棄
する「古ワイシャツの研究」をテーマとして，表６
の第２次の１～ 12の内容を展開し，第３次の「ワ
イシャツのリフォーム」による被服製作に繋げてい
く一連の被服学習は，ESDを視点とした衣生活学
習のカリキュラムとして評価することができる。

Ⅳ ．ESDを視点とした衣生活学習カリキュラムの
開発
　以上の分析結果から，本研究では，平成20・21
年版学習指導要領に示された中・高等学校の家庭科
衣生活学習を前提として，その問題を教師レベルで
解決するための衣生活学習のカリキュラムと授業計
画案を，櫛田氏の被服カリキュラム「古ワイシャツ

の研究」とその実践に基づき，開発することとした。

１．カリキュラム開発のための視点・条件の検討
　カリキュラム開発にあたり，Ⅰで述べた「わが国
における教育改革とESD」「家庭科におけるESD」
「家庭科における持続可能な将来の構築を意識した
意思決定」に加えて，以下の二点を検討した。
⑴わが国の衣生活の現状
　わが国の衣生活に関しては，表７25）・図４26）から，
私たちが衣生活を営むということは，環境に負荷を
かけて生活を営むということを意味している。それ
に加えて，私たちが消費している衣服の廃棄と再生
状況から，「着用しなくなった衣服をどうするのか」
に関して，「持続可能な将来の構築を意識した意思
決定」を行い，生活を営んでいく必要がある，とい
うことが把握できた。

表７　衣生活に関わる環境負荷

図４　繊維製品のライフサイクル

　また，衣生活における「衣服製作」に関しては，
櫛田氏が「古ワイシャツの研究」を実践していた昭
和50年代では，昭和50年のNHK国民生活調査27）

によると，家事の中で縫い物・編み物にあてられた
時間は，平日で平均2.06分，土曜で平均2.22分，日
曜で平均1.56分であった。それに対して，平成23
年の総務省による社会生活基本調査28）によると，
家事の中で衣類などの製作にあてられた時間は，総
平均時間が1分となっていた。
　以上から，櫛田氏が「古ワイシャツの研究」を実
践した昭和50年代と現代の衣生活を比較すると，
現在の家庭生活では，より衣類等の製作にかける時
間は減少しているが，ESDの視点から，現代では
廃棄する衣服を新たな衣服に作り替えるための知識
と技術の必要性が捉えられた。
⑵ 平成20・21年版学習指導要領に示された中・高
等学校の家庭科における衣生活学習の学習時間
　中・高等学校家庭科において，被服学習に配当さ
れている授業時間を，出版されている教科書と出版
社が提示している年間指導計画から算出した。
　中学校では3種類，高等学校では４種類の教科書
が出版されているが，その中で，中・高等学校の被
服学習で，唯一，被服製作実習を内容として含んで
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　本研究では，表８のカリキュラムに加え，授業案
も開発した。開発した授業案に関しては，別稿で報
告したい。
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〈特集〉

教員養成に関する教育学的研究

　教育とそれを支える教員の養成は，両輪の関係にある。主に教育学の視点から，教員養成に関する理念，
歴史，現状などを考察し，進行する教育改革の展望と課題に対する洞察を得るための一作業としたい。
　世界で教育改革は進められており，学校と教員は変化のなかにある。その国際的動向は，21世紀に固有の
ものではなく，過去からつづくものである。「いま，ここ」の問題を論じつつ，それを生じさせる歴史的前
提としての過去も捉えたい。「世界」というには，扱うのは限られた国々であるが，日本を越境する視野を
開きたい。このような関心から，それぞれ寄せられた論文により，本特集は成っている。
　また，これまで尾上雅信教授を代表者として教育学講座教員を中心に，下記の科学研究を共同研究として
進めてきている。その成果の一部を「特集」として発表することが叶うのは，誠に幸いに思うところである。
この機会を与えてくださった学術研究委員会に感謝したい。

　・教員養成に関する国際交流研究（基盤研究C，2021­2024［予定］）
　・教員養成の思想と制度に関する比較発達史（基盤研究B，2016­2020）

佐藤　　園　・　脇坂　吏紗　・　石川　佳子
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　本研究では，表８のカリキュラムに加え，授業案
も開発した。開発した授業案に関しては，別稿で報
告したい。
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